
会員数 会員数 会員数 入　会 会員数 会員数 入　会 会員数
2023.3.31 2023.4.30 2023.3.31 退　会 2023.4.30 2023.3.31 退　会 2023.4.30

46 46 1 1 13 13 60 61

128 128 5 5 16 16 149 159
※1

326 326 7 7 22 22 355 363

90 90 3 3 20 20 113 117

35 35 2 2 10 10 47 52

156 156 8 8 15 15 179 187

114 1 115 6 6 14 14 135 140

60 60 1 1 3 3 64 67

216 216 8 8 20 20 244 249

28 28 3 3 3 3 34 34

1,199 1 1,200 44 44 136 136 1,380 1,429

4 4 1 1 26 26 31 31

1,203 1 1,204 45 45 162 162 1,411 1,460
※2支部又は2県以上にわたり事業を経営している事業者

沖 縄

小 計

本 部

合 計

東 海

北 陸

近 畿

中 国

四 国

九 州

支 部
会員総数入　会 退　会

北海道

東 北

関 東

会　　　　　　　員　　　　　　　数　（　4月度　）
2023.4.30

正　　　　会　　　　員 準　　　会　　　員 賛　　助　　会　　員
会員総数
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区分 会員 会　　員 入会申込 登　　録 地点 登　録 入　会
支部 種別 代 表 者 年 月 日 年 月 日 群数 地点数 年月日

中　国 正 ひろしま農業協同組合
代表理事組合長
三戸　正宏

安芸地域本部 営農経済
部　部長　河野　一信

736-0088 広島県安芸郡海田町窪町８－８ 2023年4月1日 2017年4月1日 1 122 2023年4月1日

関　東 正 伊丹産業㈱
代表取締役社長
北嶋太郎

長野統括部長
木下康史

664-8510 兵庫県伊丹市中央五丁目５番１０号 2023年4月28日 2017年4月1日 1 131 2023年4月28日

４月　度　入　会　員　概　要　

事　業　者　名 代　表　者 〒 住　　　所



会員数 会員数 会員数 入　会 会員数 会員数 入　会 会員数
2023.4.30 2023.5.31 2023.4.30 退　会 2023.5.31 2023.4.30 退　会 2023.5.31

46 46 1 1 13 13 60 61

128 128 5 5 16 16 149 159

326 326 7 7 22 22 355 363

90 90 3 3 20 20 113 117

35 35 2 2 10 10 47 52

156 156 8 8 15 15 179 187

115 115 6 6 14 14 135 140

60 60 1 1 3 3 64 67

216 216 8 8 20 20 244 249

28 1 29 3 3 3 3 35 35

1,200 1 1,201 44 44 136 136 1,381 1,430

4 4 1 1 26 26 31 31

1,204 1 1,205 45 45 162 162 1,412 1,461
※2支部又は2県以上にわたり事業を経営している事業者

沖 縄

小 計

本 部

合 計

東 海

北 陸

近 畿

中 国

四 国

九 州

支 部
会員総数入　会 退　会

北海道

東 北

関 東

会　　　　　　　員　　　　　　　数　（　5月度　）
2023.5.31

正　　　　会　　　　員 準　　　会　　　員 賛　　助　　会　　員
会員総数
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区分 会員 会　　員 入会申込 登　　録 地点 登　録 入　会
支部 種別 代 表 者 年 月 日 年 月 日 群数 地点数 年月日

沖縄 正 福原プロパン(同)
代表社員
福原　徹

代表社員
福原　徹

904-2204 沖縄県うるま市字西原３０６ 2023年5月1日 2022年8月1日 1 72 2023年5月1日

５月　度　入　会　員　概　要　

事　業　者　名 代　表　者 〒 住　　　所



会員数 会員数 会員数 入　会 会員数 会員数 入　会 会員数
2023.5.31 2023.6.30 2023.5.31 退　会 2023.6.30 2023.5.31 退　会 2023.6.30

46 46 1 1 13 13 60 61

128 128 5 5 16 16 149 159

326 1 325 7 7 22 22 354 362

90 90 3 3 20 20 113 117

35 35 2 2 10 10 47 52

156 156 8 8 15 15 179 187

115 115 6 6 14 14 135 140

60 60 1 1 3 3 64 67

216 216 8 8 20 20 244 249

29 29 3 3 3 3 35 35

1,201 1 1,200 44 44 136 136 1,380 1,429

4 4 1 1 26 26 31 31

1,205 1 1,204 45 45 162 162 1,411 1,460
※2支部又は2県以上にわたり事業を経営している事業者

沖 縄

小 計

本 部

合 計

東 海

北 陸

近 畿

中 国

四 国

九 州

支 部
会員総数入　会 退　会

北海道

東 北

関 東

会　　　　　　　員　　　　　　　数　（　６月度　）
2023.6.30

正　　　　会　　　　員 準　　　会　　　員 賛　　助　　会　　員
会員総数
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区分

支部

関 東 正 武州瓦斯㈱
代表取締役社長
原　敏成

350-1113 埼玉県川越市田町３２－１２ 事業譲渡

６　度　退　会　員　名

会員種別 事　　業　　者 代　表　者 〒 所　　　　　　在　　　　　　地 摘　　　　　要



会員数 会員数 会員数 入　会 会員数 会員数 入　会 会員数
2023.6.30 2023.7.31 2023.6.30 退　会 2023.7.31 2023.6.30 退　会 2023.7.31

46 46 1 1 13 13 60 61

128 128 5 5 16 16 149 159

325 325 7 7 22 22 354 362

90 90 3 3 20 20 113 117

35 35 2 2 10 10 47 52

156 156 8 8 15 15 179 187

115 115 6 6 14 14 135 140

60 60 1 1 3 3 64 67

216 216 8 8 20 20 244 249

29 29 3 3 3 3 35 35

1,200 1,200 44 44 136 136 1,380 1,429
1

4 4 1 1 26 27 32 32
1

1,204 1,204 45 45 162 163 1,412 1,461
※2支部又は2県以上にわたり事業を経営している事業者

関 東

会　　　　　　　員　　　　　　　数　（　7月度　）
2023.7.31

正　　　　会　　　　員 準　　　会　　　員 賛　　助　　会　　員
会員総数

支 部
会員総数入　会 退　会

北海道

東 北

沖 縄

小 計

本 部

合 計

東 海

北 陸

近 畿

中 国

四 国

九 州
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区分 会員 会　　員 入会申込 登　　録 地点 登　録 入　会
支部 種別 代 表 者 年 月 日 年 月 日 群数 地点数 年月日

本部 賛助 ㈱けんじゃのいし
代表取締役
原　秀幸

450-0002
愛知県名古屋市中村区名駅５丁目３
１-１０　リンクス名駅ビル６Ｆ

2023年7月1日 2023年7月1日

７月　度　入　会　員　概　要　

事　業　者　名 代　表　者 〒 住　　　所



会員数 会員数 会員数 入　会 会員数 会員数 入　会 会員数
2023.7.31 2023.8.31 2023.7.31 退　会 2023.8.31 2023.7.31 退　会 2023.8.31

46 46 1 1 13 13 60 61
※1

128 1 129 5 5 16 16 150 159

325 1 324 7 7 22 22 353 361

90 90 3 3 20 20 113 117

35 35 2 2 10 10 47 52
※1

156 1 1 156 8 8 15 15 179 186

115 115 6 6 14 14 135 140

60 1 61 1 1 3 3 65 68

216 216 8 8 20 20 244 249

29 29 3 3 3 3 35 35
※2

1,200 3 2 1,201 44 44 136 136 1,381 1,428

4 4 1 1 27 27 32 32
※2

1,204 3 2 1,205 45 45 163 163 1,413 1,460
※2支部又は2県以上にわたり事業を経営している事業者

沖 縄

小 計

本 部

合 計

東 海

北 陸

近 畿

中 国

四 国

九 州

支 部
会員総数入　会 退　会

北海道

東 北

関 東

会　　　　　　　員　　　　　　　数　（　8月度　）
2023.8.31

正　　　　会　　　　員 準　　　会　　　員 賛　　助　　会　　員
会員総数
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区分 会員 会　　員 入会申込 登　　録 地点 登　録 入　会
支部 種別 代 表 者 年 月 日 年 月 日 群数 地点数 年月日

東北 正 福島堀川ガス販売㈱
代表取締役社長
堀川　雅治

代表取締役社長
堀川　雅治

971-8187 福島県いわき市葉山2-36-1 2023年8月3日 2023年6月15日 1 565 2023年8月3日

近畿 正 ㈱エネアーク和歌山
代表取締役社長
橋本　俊文

代表取締役社長
橋本　俊文

649-6261 和歌山県和歌山市小倉411-10 2023年8月31日 2017年4月1日 6 590 2023年8月31日

四国 正
新居浜エルピーガス販売
事業協同組合

代表理事
渡邉　繁

代表理事
渡邉　繁

792-0862 愛媛県新居浜市沢津町1-4-166 2023年8月1日 2023年7月5日 1 150 2023年8月1日

8月　度　入　会　員　概　要　

事　業　者　名 代　表　者 〒 住　　　所



区分

支部

東北・近畿 正 ㈱エネクル
代表取締役会長
堀川　雅治

340-0014 埼玉県草加市住吉１－１３－１０ 事業承継

関 東 正 大洗常澄ガス協同組合
代表理事
木ノ本　修司

311-1133 茨城県水戸市栗崎町１８３９－１ 事業譲渡

近 畿 正 梶川ガス㈱
代表取締役
梶川　茂

640-8322 和歌山県和歌山市秋月１１９ 事業承継

8 月度　退　会　員　名

会員種別 事　　業　　者 代　表　者 〒 所　　　　　　在　　　　　　地 摘　　　　　要
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2023 年 8 月 
（一社）日本コミュニティーガス協会 

 
水素又は水素混合ガス燃焼機器の安全性能に関する 

技術基準の策定等調査事業について 
 
１．概要 

今年度、経済産業省の標記委託事業を JIA が受託し、本事業で開催される「水素利用燃焼
機器技術基準検討委員会」には、当協会から委員として参画することとなった。 

 
２．事業目的 

2050 年 CN 社会に向けたガス機器に係る検討として、ガス用品、液化石油ガス器具等を対
象とした水素混合ガスによる燃焼性調査を行い、水素又は水素混合ガスを燃料とするガス機
器の安全性能に関する技術基準の整備に資する知見を得ることを目的とする。 

 
３．委員会委員（敬称略） 

委員長：植田利久（帝京大学） 
委 員：赤松（大阪大学）、荒井（ノーリツ）、清水（主婦連合会）、新田（パロマ）、 

花房（日本ガス石油機器工業会）、飛田（東京都地域婦人団体連盟）、 
諸星（日本コミュニティーガス協会）、正田（日本ガス機器検査協会） 

関係者：経済産業省産業保安グループ 製品安全課及びガス安全室、 
日本ガス協会、エネルギー総合工学研究所 

 
４．事業実施方法 
（１）調査内容 

① 規制対象製品の燃焼性調査 
ガス用品、液化石油ガス器具等において、国内で流通しているバーナー付ふろがま、ガス

こんろのうち代表的な製品を購入し、都市ガス、LP ガスに水素 20％程度を混合したガスに
よって、燃焼に係る試験項目を実施することにより現行基準での課題を抽出する。 

 
② 海外の技術基準の調査 

水素を用いたガス機器について、海外の法令、技術基準や検査基準等の有無を調査する。
基準がある場合には、国内基準との相違点等が明確になるよう技術基準等の比較検討を行う。 

 
③ 水素に関する文献調査 

水素の特性に基づくリスクや製品評価に与える懸念事項（例えば、金属系材料、樹脂系材
料、気密保持に用いるシール材などに与える劣化の影響の有無）等を把握するため、他の事
業の報告書等の調査を行う。 
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④ 技術基準案の検討 

現行の技術基準と①、②、③の調査結果を比較して水素を用いるガス機器に係る安全性能
として求められる事項について検討を行い、「ガス用品の技術上の基準等に関する省令」及び、
「液化石油ガス器具等の技術上の基準等に関する省令」に対応した適切な技術基準案を作成
する上での要点を提示する。また、純水素型燃焼機器に要求する技術基準について、新たに
要求する事項はないか、または緩和できる基準はないか等についても検討する。 

 
５．第 1 回水素利用燃焼機器技術基準検討委員会の開催（7 月 10 日） 

第 1 回の検討委員会では水素利用燃焼機器に関する技術基準の検討内容等について議論さ
れた。基本的には事務局提出資料に沿って進められる予定。 

（１） 規制対象製品の燃焼性調査について 
実機検証に用いられるガスとしては、以下の 2 種類とする。 

① 都市ガスにあっては、混合割合はメタン 80%+水素 20%（ウォッベ指数 51、燃焼速度 42.9）
とする（12Ａ相当）。 

② ＬＰガスにあっては、混合割合はプロパン 80%+水素 20%（ウォッベ指数 74.6、燃焼速
度 43.4）とする。 

 
（２） 実機検証のガス機器 

市場への出荷数が多く多機能な機種及び代表的な設置をする機種を中心に、都市ガス用並
びに LP ガス用のこんろ及びふろ給湯器をそれぞれ 3 機種ずつ選定した。 

 
（３） 実機検証試験の内容 

現行の通達基準のうち水素混焼に際して燃焼性能に係る項目や懸念される項目を中心に選
定した。 
〇 確実に着火すること。 
〇 爆発的着火がないこと。 
〇 炎が均一であること。 
〇 逆火等しないこと。 
〇 立ち消え安全装置、調理油過熱防止装置、不完全燃焼防止機能等の確認。 
〇 燃焼ガス中の一酸化炭素濃度や水素濃度。 
など 

 
（４） 以上のほか、海外の技術基準の調査や水素に関する文献調査における調査範囲やその方法

について議論された。 
 

以上 
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技 術 委 員 会 関 係 

2023 年度 第 1回(R5/5/11) 及び第 2回(R5/7/6) 

審 議 概 要 

 

【第 1回技術委員会】 

 １．石川県能登地方並びに千葉県南部で発生した地震について 

5 月 5 日に震度 6強を観測した石川県能登地方を震源とする地震に関し、栗野委員よ

り、ガス事業者の対応状況やガス工作物に特段異常がなく供給支障には至らなかったこ

とが報告された。 

5 月 11 日に震度 5 強を観測した千葉県南部を震源とする地震に関し、事務局より、

コミュニティーガス団地に被害がなかったことを報告した。 

 

２．2022 年度事業報告書（案）について（審議事項） 

2022 年度事業報告書（案）について事務局より説明し、了承を得た。 

①新型コロナウイルス感染拡大防止に係る諸対応 

②ガス事業法における規制や手続等の周知徹底 

③ガス事故防止対策           ④保安関係諸運動の展開 

⑤経年管対策及びガス工作物の維持管理  ⑥防災体制の整備・充実 

 

３．2023 年度保安・技術に関する重点活動項目について（審議事項） 

事務局より、2023 年度の標記重点活動項目について説明し、了承を得た。 

①保安規制遵守のための周知・啓発  ②ガス事故防止対策 

③経年管対策            ④防災・地震対策等 

⑤保安教育用資料の作成 

 

 ４．事故事例研究 

   以下の事故につき、各委員からの報告をもとに原因の分析、再発防止対策等事例研究

を行った。 

① 2 月 26 日関東支部で発生した貯槽ガス切れによる供給支障 

② 1 月 26 日関東支部で発生した特定製造所の調整器作動不良による供給支障 

③ 2 月 14 日関東支部で発生したサンドブラスト現象による供給支障 

④ 3 月 28 日東海支部で発生した灯外内管の他工事損傷に伴う交通規制 

⑤ 11 月 11 日（昨年）近畿支部で発生した他工事による供給管破損漏えいに伴う供給

支障 

⑥ 12 月 2 日（昨年）九州支部で発生した灯外内管工事中の漏洩事故 

 

５．台風・豪雨時対応における報告様式の変更について 

2020 年から運用している台風・豪雨への対応向上に向けた取組に関し、本年 3 月に 

改正されたガス関係報告規則において、事故報告対象の供給支障戸数が変更になったこ

2023年度381回理事会
資料NO.9



 2 

とから、本取組の報告様式を変更したと通知があったことを報告した。 

 

 ６．いすみ市地域マイクログリッド構築事業について 

標記について、事務局より概要を説明した。 

〇平時においては既設の電力供給を行っているが、災害が発生した際に停電となった場

合には、既設の電力供給網から切り離し、ある地域内で電力を賄うものである。 

〇今回、災害時の電力供給としては、太陽光発電、LP ガス発電機、蓄電池等を設置する

ことで、市役所や避難所等に約 4日間の電力供給が可能であり、バルクローリーの手

配がつけばさらに継続して供給が可能となる。 

〇本事業に取り組んだ㈱関電工からは、このような地域マイクログリッドの対象として

は、コミュニティーガス団地の需要家数が適していると言われている。 

 

 ７．ガス事業法における特定ガス発生設備の定期自主検査について 

関東東北産業保安監督部のホームページに掲載されていた標記に係る注意喚起につ

いて紹介し、同様の事案が発生しないよう要請した。 

内容は、定期自主検査においてバルク貯槽の開放検査が法令等に規定される時期に実

施されなかったケースが 4件あった。 

 

 ８．保安教育用資料の作成について 

今年度の事業計画にある標記の作成について、技術図書検討部会で検討し進めていく

が、技術委員にも意見や資料提供等依頼した場合の協力を要請した。 

 

９．2023 年度保安向上キャンペーン用チラシ等の紹介について 

事務局より、2023 年度保安向上キャンペーンに利用するポスター、チラシ等につい 

て紹介し、有効に活用するよう要請した。 

 

 

以上 
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【第 2回技術委員会】 

１．委員報告 

   梅木委員より、九州地方における大雨について報告があった。河川の決壊があったも

のの団地への被害は特段発生していない。 

 

２．事故事例研究 

以下の事故につき、各委員からの報告をもとに原因の分析、再発防止対策等事例研究

を行った。 

① 3 月 21 日関東支部で発生した風呂釜（自然排気式）の引火物損 

② 3 月 22 日関東支部で発生した特定製造所の圧力調整タンク穴開きによる供給支障 

③ 3 月 27 日関東支部で発生した特定製造所のモニター側供給ラインバルブ閉止によ 

る供給支障 

④ 5月 10日東海支部で発生したBF風呂釜ガス接続箇所からのガス漏えいによる引火 

事故 

 

 ３．2023 年上期コミュニティーガス事業のガス事故発生状況（中間報告）について 

   事務局より、2023 年上期のガス事故発生状況を以下のとおり報告した。 

ガス事故発生件数は、以下のとおり。 

総発生件数 9 件（内訳：製造 4件、供給 2件、消費 3件）前年同期比：1件減 

段階別の前年同期との比較は以下のとおり。 

製造段階：3件増  供給段階：2件減  消費段階：2件減 

 

４．事故事例研究情報（日本ガス協会）について 

事務局より、日本ガス協会がまとめた 2022 年に発生した都市ガスの事故発生状況に

ついて紹介した。 

総発生件数 380 件（内訳：製造 3件、供給 259 件、消費 118 件） 

前年比：43 件増 

段階別の前年との比較は以下のとおり。 

製造段階：増減なし  供給段階：30 件増  消費段階：13 件増 

 

５．2022 年度ガス警報器等設置促進運動及び保安点検検査推進運動の実施結果について 

事務局より、標記両運動の 2022 年度の実施結果を報告した。 

①ガス警報器等設置促進運動の実施結果 

 ガス事業者からの報告率は 96.2％、ガス警報器設置率は 50.9％で前年比 0.5 ポイ

ント下落した。 

②保安点検検査推進運動の実施結果 

 ガス事業者からの報告率は 95.7％、支部が開催した講習会等への参加者数は前年

から大幅に増加した。 

 

 



 4 

 ６．2023 年度「ガスと暮らしの安心」運動について  

   事務局より、2023 年度「ガスと暮らしの安心」運動の実施について説明し、消費者事

故ゼロを目指し、より充実した消費者保安の向上を目的として、①ガス機器の正しい使

い方の周知、②換気の注意、③安全装置付ガス機器の啓発等を行うよう要請した。 

 

 ７．水素混合ガス燃焼機器の安全性能に関する技術基準の策定等調査事業について  

   標記について、今年度行われる経済産業省の委託事業について、JIA（日本ガス機器

検査協会）が受託し、その事業で開かれる検討委員会に当協会も委員で参加することを

報告した。 

 

 ８．ガス主任技術者の選任に関する特例承認について  

   「ガス主任技術者の選任に関する特例承認及び特定製造所に係るガス主任技術者の兼

務の範囲に関する告示の運用」の改正に関し、パブコメに付されていることを紹介した。 

対象は都市ガスの製造所において、遠隔監視が可能、かつ、他の通信機器による製造

所の確認可能等の要件を具備している場合は、当該製造所に駐在しないガス主任技術者

を選任又は兼務が可能とするもの。 

 

 ９．業務と保安・技術の Q＆Aについて 

   事務局より、標記図書について、2017 年及びそれ以降のガス事業法令関係の改正を踏

まえ作成し、業務編及び保安・技術編それぞれ経済産業省と調整しながら進めているこ

とを報告した。 

 

 

以上 


